
















ある。一例を挙げると，資源の依存性 3 つの要因によって考察をする際には原則として 1
対 1（発注側企業と発注先企業）の組織間関係に注目をするが，下請制論では社会的分業
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（42） 渡辺幸男［1983b］，p.642. を参考に記しており，同様の主旨を松下［2019b］，p.94. においても記している。
（43）「等」については，松下［2019a］，p.142.注 10 参照。
（44） 具体的な事例蓄積を松下［2019a］の考察手法に適用し考察を深めることは，次の課題とする。
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千葉商大論叢　第 58 巻　第 3号（2021 年 3 月）
〔抄　録〕
　本論では，外注取引関係にない製品メーカーを対象に資源の依存性 3 つの要因によって
解釈した松下［2019a］の手法を，外注取引関係にある注文生産をしている企業を対象に
しても解釈可能であると主張をしている。この主張に至る過程で，外注取引関係にある注
文生産をしている企業を資源の依存性 3 つの要因によって解釈する際には，「問題性」，「効
率性」，「階層的構造のもとでの階層化された競争」を意識して論じないと高度経済成長期
から近年に至る組織間関係の変遷と祖語の生じかねない点を指摘している。くわえて，1
社の中小企業において外注取引関係にない注文生産と外注取引関係にある注文生産の双方
を擁している状態でも説明可能なことを指摘している。
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松下幸生：資源の依存性を決定する要因にもとづく解釈
